
日本列島の地殻活動メカニズム解明の高度化に関する研究（第３年次） 

 

 

実施期間 平成 20 年度～平成 22 年度 

地理地殻活動研究センター 

地殻変動研究室 水藤 尚  

  

 

１．はじめに 

これまで多くの研究者によって，日本列島周辺のプレート間カップリングの推定が行われてきた．

しかしながら，それらは使用するデータやその期間，対象領域，プレート形状等が，その時々，研究

者によって異なっていた．そのため領域間の相互作用や広域的な地殻活動の影響を明確に評価するこ

とができなかった．本研究では，GPS 連続観測網（GEONET）による地殻変動データに基づき，日本列

島周辺のプレート間カップリングを推定し，その空間分布および時間変化を詳細に把握することを目

的とする． 

 

２．研究内容 

 本年度は，小領域６箇所，中領域３箇所，大領域１箇所，それぞれの領域で GEONET の F3 解の更新

にあわせて定常的にプレート間カップリングを推定するシステムの構築を行うとともに，３年間の研

究成果のまとめを行った． 

 

３．得られた成果 

 図－１に示す通り，GEONET の F3 解の更新にあわせて，データの取得，データ解析，プレート間カ

ップリングの推定（小領域６箇所，中領域３箇所，大領域１箇所），図作成，資料作成までの一連の流

れを自動で行うシステムを構築した．プレート間カップリングの推定に使用するデータは，現時点で

は，３年間の平均変動速度を用いている．そのため F3 解にあわせて毎週更新されるプレート間カップ

リングは，３年間の平均的なプレート間カップリングが１週間ごと進んだ結果が得られることとなっ

ている．今後より短期間のデータを用いて，安定的にプレート間カップリングの推定が可能な手法の

開発が必要であろう． 

 

 

図－１ プレート間カップリングの推定システム 

 



４．まとめ 

GEONET のルーチン解（F3 解）から，10 年前の期間（1997 年１月～2000 年１月）及び最新の期間（2007

年１月～2010 年１月）のデータを用いて，日本列島周辺のプレート間カップリングの推定を行い，両

者の比較からプレート間カップリングの把握及び時間変化を確認した．東海地方及び福島県沖におい

ては，より詳細な時系列解析を行い，東海地方に関しては，この間に起きたスロースリップ発生前後

でのプレート間カップリングの変化，福島県沖に関しては，2008 年７月 19 日福島県沖の地震（M6.9）

の発生約半年前からのプレート境界面上における準静的すべりを検出した．また，プレート間カップ

リングの推定システムを構築することで，プレート境界の固着状態のモニタリングが可能となった．

定常的に推定が可能となったプレート間カップリングの推定結果は（図－２），地震防災対策強化地域

判定会や地震調査委員会等の政府の地震防災に関する各種会議に国土地理院資料として毎回提出され

（図－３），地殻活動の監視業務に活用されている． 

 

  

図－２ 2007 年１月～2010 年１月の平均変動速度から推定した 

小領域及び中領域のプレート間カップリング 

 

   

図－３ 地震防災対策強化地域判定会への提出資料の例 

 

















意点などについて，用意したマニュアルを用いて関係者に説明した．また，データロガーによるデー

タ自動収録と収録されたデータのダウンロード方法についても同様な説明を行った．POSP点，POSC点

については一部不足しているパーツを補充した後 ITBがバックアップバッテリーとデータロガーを設，

置する予定である．データの回収については，データロガーが設置されたので回収間隔は多少長くす

ることは可能となったが，今後もITBスタッフが手動でダウンロードする予定である．

図－１ (左)レンバン断層周辺の観測点配置 TNKPとUPI1 に電源バックアップバッテリーとデータ

ロガーを設置

図－２ (右)TNKPのデータロガー設置状況

３．２ スマトラ断層

昨年度（2009 年 10 月）シアクラ大学津波防災研究所(Tsunami Disaster Mitigation Research Ce

nter:TDMRC)に設置したGPS連続観測点(点名：TDMR)について，現地の電源事情が予想以上に悪いため，

停電による欠測を防ぐために電源バックアップのためのバッテリーを付設する作業と，長期間データ

保持するためのデータロガーを付設する作業を実施した．作業については，スマトラ島北部地域の観

測についてインドネシア側対応機関となっているTDMRC担当者とともに行った また データロガーに． ，

よるデータ自動収録と収録されたデータのダウンロード方法について，用意したマニュアルを用いて，

TDMRC職員に説明した 引き続きデータの回収は 同研究センターのスタッフが手動で行い メディア． ， ，

格納後郵送，あるいはメール添付等で国土地理院に送付されることとなっている．

４．主な成果

現在まで，電源事情等による欠測が一部発生したものの，観測はほぼ順調に行われている．解析は

データをアジア太平洋地殻変動監視のデータアーカイブに登録した上で実施することとしている．ま

た，キャンペーン観測と合わせた地殻変動の解析については，３年間のプロジェクトの内で実行され

る予定である．

５．まとめ

JST/JICAの国際研究プロジェクトの枠組みで，ジャワ島西部・スマトラ島北部の活断層周辺の地殻

変動を明らかにする連続観測点での観測を実施している．アジア太平洋地殻変動監視の枠組みでは，

地元機関との共同による観測データ交換の足がかりとしても期待される．



フィリピン地震火山監視強化と防災情報の利活用推進にかかる 

地殻変動観測研究（第１年次） 

 

 

実施期間         平成 22 年度～平成 26 年度 

地理地殻活動研究センター 今給黎 哲郎       

 

１．はじめに 

 「フィリピン地震火山監視強化と防災情報の利活用推進」は，JICA（独立行政法人 国際協力機構）

と JST（独立行政法人 科学技術振興機構)が連携して，環境・エネルギー，防災，感染症対策などの

地球規模課題について，日本と開発途上国の大学・研究機関を支援して推進される国際共同研究の枠

組みで実施される事業である．当該プロジェクトは，独立行政法人 防災科学技術研究所の井上公国際

地震観測室長を日本側代表者として，多数の大学・研究機関が参加しており，国土地理院は「地震発

生ポテンシャル評価」（サブプロジェクトリーダー・名古屋大学・木股文昭教授）に加わった．本件

調査研究は，プロジェクト内で国土地理院が実施する GPS 連続観測点の設置と，連続観測による地殻

変動の検出に関わる課題である． 

 

２．研究内容 

 ミンダナオ島東方沖にはフィリピン海プレートが東から沈み込むフィリピン海溝が南北に伸びてお

り，日本列島と同様にプレート境界における大地震が発生する場にあると考えられている．しかしな

がら，最近 150 年以上の観測によっても，ミンダナオ島東方沖のフィリピン海溝沿いでは，M８クラス

のプレート境界地震の発生は確認されていない．これは，プレートの固着が弱いために，この領域に

おける地殻歪みの蓄積レートが小さいことを意味している可能性がある．ミンダナオ島に GPS 連続観

測点を設置し，海溝軸からの距離の異なる２点での地殻変動を追跡することで，この領域におけるプ

レート間カップリングの状況を推定することが本観測研究の主目的である． 

 

３．平成 22 年度実施内容 

 今年度から開始のプロジェクトであるため，本年度は相手国カウンターパート機関 PHIVOLCS（フィ

リピン地震火山研究所）との共同での観測点設置場所選点，設置作業，試験的な運用と点検調整など

が主な作業であった． 

３．１ 選点 

 PHIVOLCS が提案したミンダナオ島北東部３箇所の設置候補地を 2010 年９月に現地調査し，そのう

ちの２カ所，ブツアン(Butuan)市（科学技術局ブツアン支所庁舎屋上)およびタンダグ(Tandag)市（南

スリガオ州工科大学ゲストハウス屋上）の候補地に決定した．もう１点の候補地であるスリガオ

(Surigao)市（北スリガオ州庁舎屋上）については，NAMRIA(国家資源地図情報庁：The National Mapping 

and Resource Information Authority )が設置・運用している GPS 観測点が近傍（スリガオ市役所屋

上）にあり，この観測点のデータを PHIVOLCS が協定に基づいて取得できる可能性があることから，当

面の間は優先順位を下げて考えることとした．（図－１） 



３．２ 設置 

 2010 年 12 月にミンダナオ島に再度渡航し，９月

に選点した地点に受信機，アンテナとデータ集録装

置の設置作業を実施した．PHIVOLCS により，当該設

置作業以前にアンテナ設置金具がそれぞれの建物屋

上に固定されており，アンテナの設置，アンテナケ

ーブルの引き回し，受信機の設置，データ集録装置

の接続，電源バックアップ用のバッテリー接続など

を国土地理院と PHIVOLCS の共同で実施した．GPS 受

信機としては旧型ではあるが PHIVLOCS 側でも操作

の経験がある Trimble4000SSi を用いることとした．

アンテナは同じく Trimble 社製の L1-L2compact-with-ground-plane タイプを採用した．また，データ

集録装置としては，東北大学で開発され，国内ではひずみ集中帯の GPS 連続観測でも使用された実績

のある LINUX-BOX を採用した．受信機からは１秒エポックのデータ（RT-17 形式）が LINUX-BOX にス

トリーミングで送信され，LINUX-BOX 側で１秒エポックと 30 秒の RINEX-DATA が記録される設定とし

た．LINUX－BOX には４GB のコンパクトフラッシュカードが装着されており，これは上記の設定で１年

分以上のデータが記録できる要領である．なお，受信機自体にも 30 秒エポックのデータが記録される

が，こちらはメモリ容量の関係で 20 日分程度が保存の上限となっている． 

 

３．３ 観測状況および点検整備 

 2011 年３月に，国土地理院と PHIVOLCS で，Butuan,Tandag の両観測点において動作状況の点検とデ

ータの回収を行った．データの記録状況から確認したところでは，12 月の設置以降，数日間は問題な

く観測が行われていたものの，その後については，断続的にデータが記録されている状況であった．

予想以上に長い時間の停電や，途中で LINUX-BOX の内部時計に異常が生じたため，ファイルの管理が

不十分となったことなど，いくつかの要因が重なった結果と推測された．停電や時計の異常が発生し

ても最低限のデータ管理が行えるよう，一部プログラムの調整を行うなどして，再度観測を開始させ

た． 

 

４．その他 

 今回の観測点展開の主目的は，GPS 地殻変動観測から得られる歪速度に基づき，フィリピン海溝か

ら沈み込むプレートの固着度を推定することであるが，名古屋大学他がミンダナオ島区間におけるフ

ィリピン断層における歪み分布を推定するために実施する GPS キャンペーン観測をプロジェクトの中

で別途行っており，それらの解析時には，連続観測点のデータが参照として活用される予定である．

また，今回設置したミンダナオ島北東部の２点については，その観測データをアジア太平洋地殻変動

監視のデータアーカイブに登録し，その中での解析に用いられる予定である． 

 

５．まとめ 

 JST/JICA の国際研究プロジェクトの枠組みで，ミンダナオ島北東部でのプレート間固着状況を明ら

かにするための GPS 連続観測点での観測を開始した．アジア太平洋地殻変動監視の枠組みでも観測デ

ータが活用されることが期待される． 

図－１ GPS 連続観測点の位置



測地データに基づく余効すべりと地震活動に関する研究（第１年次） 
 

 

実施期間    平成 22 年度～平成 24 年度 

地理地殻活動研究センター 

地殻変動研究室  小沢 慎三郎 

 

 

１．はじめに 

GPS 観測網の整備により，大地震の後に地殻変動が継続して起きる現象が非常に多くの事例で，観

測されている．地震が起きた後に起きる地殻変動をここでは余効変動と呼ぶが，この余効変動がどの

ような機構によって生じるのかには様々な説明がある．そのようなメカニズムの一つとして，地震が

起きた後に地震断層において滑りが引き続き起きることが挙げられ，これによって説明される事例は

かなりの数にのぼる．地震が起きた後に地震断層で余効滑りが起きている地域は，地震後の余震発生

が期待され，そうでない領域では，また次の地震のエネルギーを蓄え始めたという事になる．このよ

うに地震後にどのような形で地震断層での滑りが進行し，地震断層境界の固着が回復するのかという

情報は重要であり，地殻変動観測データから定量的に見積もっていくことを行わなければならない． 

 

２．研究内容 

1996 年 10 月，12 月に日向灘沖合で M6.8 の地震が発生した．震源のメカニズムは東西圧縮の低角逆

断層型地震でプレート境界地震であった．この地震にともなう変動が GPS 観測網によってとらえられ

ている．図－１に日向灘地域のテクトニクス図を示す．本研究では，1996 年の日向灘の地震の余効変

動の特徴を推定した． 

図－１ 日向灘地域のテクトニクス図 
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３．得られた成果 

図－２に示されるように，地震発生後すぐにプレート境界での余効滑りが継続しておき，時間と共

に深い側へ滑りの中心が移っている． 

 

図－２ 日向灘地震後の余効滑り分布の時間変化．赤星は 1996 年の日向灘地震の震央を示す． 

 

４．結論 

GPS 観測で捉えられた 1996 年の日向灘地震の余効変動データを使用して，インバージョンを行い，

地震後の滑り分布を推定した．その結果，地震後のプレート間すべりは立ち上がり時期がなく，地震

後すぐに発生し，そのすべり中心は時間と共に深い側へ移動していったことが明らかにされた． 
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ゆっくり滑りの検出及び地震サイクルにおける 

プレート間カップリングの時空間変化の推定（第４年次） 
 

 

実施期間    平成 19 年度～平成 22 年度 

地理地殻活動研究センター  

地殻変動研究室 小沢 慎三郎  

 

１．はじめに 

GPS 観測網の整備により，日本周辺の海溝域でゆっくり滑りといわれる非常に長い時定数を持つ，

地震の一種が発見されてきた．これらゆっくり滑りは，単独で起きる場合もあるし，大地震後に起き

る場合もある．単独で起きる場合の例としては，豊後水道付近で，ゆっくり滑りが 1997 年，2003 年

に発生している．発生の間隔を考えると，豊後水道のゆっくり滑りはそろそろ起きる可能性が指摘さ

れていた．そのような中，2009 年後半から豊後水道付近でゆっくり滑りが発生した．本研究では 2009

年末頃から発生した，豊後水道ゆっくり滑りに伴う地殻変動データを使用し，プレート間のゆっくり

滑りの特徴を調べ，過去のイベントとの比較を行った．  

 

２．研究内容 

2009 年末頃から豊後水道付近でゆっくり滑りが発生し，2011 年初頭までに主な活動はほぼ終息した．

豊後水道周辺の GPS 観測点は南東向きの変動を示し，フィリピン海プレートが北西に沈み込んでいる

ことを考えると，プレート境界でゆっくりとしたプレート間滑りが発生したことが強く示唆される．

GPS 観測網で検出されたデータを使用して時間依存のインバージョン手法を用いて，プレート間の滑

りの時空間変化を推定した．  

 

３．得られた成果 

図－１に GPS データからインバージョンで推定したゆっくり滑りの分布を示す．2009 年５月-９月

に豊後水道の下でプレート間滑りが推定され，2009 年９月-2010 年１月にかけて豊後水道の変動が消

え四国南西部に滑りの領域が推定された．2010 年１月-10 月にかけて滑り領域が豊後水道の九州側に

拡大し，その後時間とともに衰退していったことがわかった．また図―２に示されるように，2010 年

のイベントでは過去のイベントとほぼ同じような領域で同じ程度の滑りが発生していることがわかっ

た． 

 

４．結論 

GPS 観測で捉えられた豊後水道の地殻変動データを使用して，インバージョンを行い，ゆっくり滑

りの滑り分布を推定した．その結果，2009 年の中頃に豊後水道下部でプレート間滑りが起き，その後

四国南西部に滑りの領域が移り，さらに時間と共に豊後水道側に滑り分布が拡大している様子が推定

された．また 2010 年のイベントは過去のイベントとほぼ同じ領域で発生したことがわかった． 

 

 

 

 



 

図－１ 推定滑り分布．丸は低周波微動 (a) 2009 年５月-９月． (b) 2009 年５月-2010 年１月． 

 (c) 2010 年１月-2010 年 10 月． (d) 2010 年 10 月-2011 年１月． 

 

 

図－２ 過去のイベントとの比較．矢印は陸側プレートの海側プレートに対する滑りを示す． 

(a)2010 年のイベント．(b)2003 年のイベント．(c)1997 年のイベント． 

 

 

 

 

 

 



地殻変動計測のためのSAR画像分析の高度化に関する研究（第４年次） 

 

 

実施期間     平成19年度～平成25年度 

地理地殻活動研究センター  

地殻変動研究室  飛田 幹男 

 

１．はじめに 

 SAR干渉解析（InSAR）のアルゴリズムは，SARセンサーの諸元，及び地殻・地盤変動現象（地震，火山活動，

地盤沈下）の特性に適合することが必要であり，解析者独自のソフトウェア開発が有効である．国土地理院がNASA

のジェット推進研究所（JPL）と共同で初期開発を行ったソフトウェア"GSISAR"は，当初JERS-1衛星のSAR干渉解

析を対象にし，その諸元に適合した改善を加え，平成７年兵庫県南部地震（1995年），サハリン北部地震（1995

年），鹿児島県北西部の地震（1997年），岩手山の地震（1998年）に伴う地殻変動等を画像として捉えて，多くの

実績をあげた．その後，ALOS PALSARセンサーへの適合化の取り組みを開始し，GSISARの実行形式プログラムを

核とし日本語GUIによる制御を取り入れた"新GSISAR"（初版）を，2004年，測地部宇宙測地課が実現した．2006

年にはALOSが打ち上げられ，GSISAR及び新GSISARは密接な整合・連携が図られつつ逐次改良が加えられている．

平成19年度には，平成19年能登半島地震，平成19年中越沖地震，スマトラ南部沖の地震（2007年），平成20年岩

手・宮城内陸地震，中国・四川省の地震（2008年）等の際に地殻変動分布図を公表，これらを基に作成した震源

断層モデルを通して，地震像の解明や地すべりの研究などに貢献した． 

 

２．研究内容 

 本研究では，ALOSに搭載されたＬバンドSARセンサーPALSARの諸元，及び地殻変動計測に適合した解析ソフト

ウェアの開発・改良を行うとともに，SAR画像分析手法の高度化を行う． 

 なお，本研究は，特別研究「正確・迅速な地盤変動把握のための合成開口レーダー干渉画像の高度利用に関す

る研究」（平成20～22年度），特別研究「SAR衛星の位置情報の高精度化を通じた地盤変動抽出の高度化に関する

研究」（平成19～21年度）と連携することでSAR分析や干渉画像利用の高度化を推進してきた． 

 

３．得られた成果 

 地殻変動計測を目的としたSAR干渉解析では，DEM（数値地形データ）を元に地形縞を計算し，干渉画像から差

し引く処理が利用される．計算地形縞からなる干渉画像を計算地形干渉画像と呼ぶ．山間部の計算地形干渉画像

の画素の中には“穴”が多数存在する．穴は，その画素に該当するレンジ（衛星-地上の直線距離）の地表面が

見つからない場合に生じ，その信号強度がゼロに設定されるため，画像上黒く見える．穴部分の地殻変動量は得

られない．穴は，シャドウやレイオーバーにより該当する地表面が存在しない“真の穴”の他，該当レンジの地

表面が存在しても見つけられない“疑似穴”に分けられる．該当レンジの地表面探索には，特に山岳部で数多く

の試行錯誤が必要なため，従来は計算時間を優先して簡単な探索のみを行っていたため疑似穴が生じやすかった．

青海省地震の地殻変動解析では3000ｍから4000ｍを超える山岳部の干渉画像を対象としたため，多数の穴により

地殻変動計測可能な範囲が限られてしまった（図－１）． 

 そこで，地殻変動計測領域を広げるため疑似穴の数を削減する技術開発を行った．疑似穴の性質を吟味した結

果，次の３段階で該当レンジの地表面探索を行うことで穴の数を削減しつつ，計算速度を向上することができた． 

 (1) １つ前の画素のoffnadir角を初期値として探索． 



 (2) 10km/800km radian分far側のoffnadir角を初期値として探索． 

 (3) 楕円体面のoffnadir角を初期値として探索． 

 さらに，探索を行うiterationの最大回数を従来の20回から50回に増やすことで，合計の計算時間を増やさず

に，穴を削減可能であることがわかった． 

 図－１は青海省の計算地形干渉画像で，従来の左の画像中には483,788個の穴があったものが，新アルゴリズ

ムによる右の画像中では7,714個に減少した．計算時間は，1072×8300pixの画像で，８分21秒が３分00秒に短縮．

時間は36％，速度は約2.8倍になった．穴削減によりResidueも減少し，位相連続化にも有効である． 

 今回開発した新アルゴリズムは，昨年開発した10ｍ間隔標高データセット"10mDEM"，10ｍ間隔楕円体高データ

セット"10mDEHM"用の地形干渉画像計算プログラム“SimDem10”に搭載された．従来の楕円体高用のSimDehmには

未搭載．また，主に海外用のSimDemでは(2)と(3)を逆にするなど若干異なる仕様で搭載された． 

 なお，今回のような穴削減の効果は，図の中央付近でもわかるとおり，平地では小さい．新アルゴリズムは，

青海省の地形では有効であったが，他の地形でも有効に機能するかどうかは今後検証する必要がある． 

 

  

  
図－１ 従来のアルゴリズムによる青海省の計算地形 

干渉画像．下段は上段右下部分の拡大図． 

図－２ 新アルゴリズムによる青海省の計算地形干渉 

画像．下段は上段右下部分の拡大図． 

 

４．まとめ 

 DEMに基づく地形縞計算アルゴリズムを改良することで，青海省のような山間地の干渉画像において，干渉画

像中の穴の数を軽減することができた． 



過去の測地測量データの再解析に基づく地殻活動履歴の推定（第２年次） 
 
 

実施期間  平成 21 年度～平成 23 年度 
地理地殻活動研究センター 
地殻変動研究室  水藤 尚   
  

１．はじめに  
 これまでも多くの研究者によって，測地測量データを使用し過去に発生した大地震の地震時のすべ

りの推定が実施されてきた．しかしながら，プレート境界面上のゆっくりとしたすべり（大地震後に

発生する余効すべりや単独で発生するスロースリップ）の推定を試みた例は少ない．測地測量による

地殻変動データは，過去のプレート境界面上のすべりを推定することができる唯一のデータである．

本研究では，過去の測地測量データを再解析し，余効すべりやスロースリップ等のゆっくりとしたす

べりに伴う地殻変動の検出を試みる．特に駿河トラフ，南海トラフ沿いに着目し，東海地方，紀伊半

島，四国地方，豊後水道周辺での地殻活動履歴を明らかにし，過去の大地震の余効変動のメカニズム

およびスロースリップの発生の可能性を検討する． 
 
２．研究内容 

 本年度は，東海地方の験潮場における潮位記録（清水港，焼津，御前崎，舞阪，鬼崎，名古屋，鳥

羽，尾鷲の８点）から（図－１），加藤・津村（1979）の方法により上下変動を計算し，過去数十年に

渡る上下変動履歴と，現在の GEONET による通常と考えられる上下変動とを比較し，過去数十年間の上

下変動履歴の通常とは異なる変動の検出を試みた．  

 

３．得られた成果 

GPS データに基づくと，定常と考えられる験潮場近辺の上下変動の特徴は，清水港，焼津，御前崎

では沈降，名古屋，鬼崎，鳥羽，尾鷲では隆起，舞阪では，ほぼ変動なしである（図－２a）．GPS か

ら推定される上下変動の特徴は，潮位記録による上下変動とも概ね整合している（図－１a）．GEONET

が整備されてから東海地方では，2000 年～2005 年に浜名湖直下を中心とするスロースリップが発生し

ていた（水藤・小沢，2009）．このスロースリップによる上下変動の特徴は，舞阪，御前崎，焼津で隆

起，鬼崎，名古屋で若干の沈降，鳥羽，尾鷲，清水港ではほとんど変化なしである（図－２b）．この

スロースリップによる上下変動の特徴が顕著に見られるのは舞阪のみである（図－１b）．舞阪におけ

る潮位記録からは，小林・吉田（2004）によって 1980 年代前半と後半にスロースリップの発生の可能

性が指摘されている．本解析の結果からも，スロースリップが発生していた期間（2000 年～2005 年）

の隆起という特徴が，1980 年代前半と後半に見られる．さらに舞阪での隆起に加えて，スロースリッ

プによる上下変動の特徴にあげた鬼崎，名古屋での沈降を考慮すると，1960 年代後半，1970 年中盤頃

に鬼崎，名古屋の沈降，舞阪での隆起が見られ，スロースリップの発生が考えられる．  
 
４．今後  

本年度得られた潮位の連続記録を水準測量データと照らし合わせて検討し，断層モデルを推定する

ことで，東海地方での過去のスロースリップの可能性を定量的に検討する．また，1944 年東南海地震



の余効変動シミュレーションから鳥羽，名古屋，鬼崎で観測されている 1970 年頃まで観測されている

沈降が余効変動で説明できるかについて検討を行う予定である．  
 
参考文献  
小林昭夫，吉田明夫（2004）：舞阪の潮位変化から推定される東海スロースリップの繰り返し発生，測

地学会誌，50，209－212． 

加藤照之，津村健四朗（1979）：潮位記録から推定される日本の垂直地殻変動（1951～1978），地震研

究所彙報，54，559－628． 

水藤尚，小沢慎三郎（2009）：東海地方の非定常地殻変動－東海スロースリップと 2004 年紀伊半島南

東沖の地震の余効変動，地震２，61，113－135． 

 

  
図－１ （a）加藤・津村（1979）の方法による潮位記録から推定した上下変動．黒線は，1990 年～ 

2000 年のデータから推定した平均変動速度．（b）（a）の上下変動から 1990 年～2000 年のデ 

ータから平均変動速度を推定しそれらを取り除いた上下変動． 

  
図－２ （a）GEONET データによる 1997 年 1 月～2000 年 1 月までの平均上下変動速度． 

（b）GEONET データから推定した東海スロースリップ進行期の非定常上下地殻変動速度 

（2001 年～2004 年）． 



 

地殻変動データに基づく力源モデルによる 

火山活動の監視手法の開発に関する研究(第１年次) 

 

 
                                       実施期間    平成 22 年度～平成 24 年度 

地理地殻活動研究センター 

地殻変動研究室  小沢 慎三郎 

 

 

１．はじめに 

地理地殻活動研究センターでは，平成 17 年度～平成 19 年度 に特別研究「火山変動監視観測網の最

適化に関する研究」として，火山活動の深部から浅部に至る地殻変動を連続的に追跡するため，１周

波型 GPS 受信機データと２周波型 GPS 受信機データを統合的に解析するシステム（以下，「火山変動監

視システム」という．）を開発してきた．地面の変動が時・空間的に詳細にわかることによって，地下

のマグマ溜まりの状態が時間的にどうなっているのかを推定することができる．地理地殻活動研究セ

ンターでは，火山変動監視システムの地殻変動データから力源モデルの作成を行い，特定の火山の地

下のマグマ溜まりの状態の監視を行っている． 

 

２．研究内容 

火山性の地殻変動は以下の２種類のモデルで説明されることが多い．一つは火山性流体の浅部への

板状の貫入（ダイクモデル）．２つめは，地下の火山性流体が球状に溜まっている場合の圧力変化（茂

木モデル）である．ダイクモデルと茂木モデルを組み合わせた解析が多くの事例で行われている．し

かしながら従来のモデリングでは時間的にどう進展していくかに関しては，あまり精度がよくなかっ

た．これに対して，スタンフォード大学で開発された時間発展インバージョンを使用することにより，

時間を含めたモデリングができるようになってきている．本研究では茂木モデルを使用した時間依存

のインバージョンを伊豆大島、桜島、新燃岳にあてはめて解析を行った．以下では伊豆大島の結果に

ついて詳述する． 

 

３．得られた成果 

図－１は大島の GPS 観測点の位置を示す．図－１の大島の中心付近の黒丸点は，圧力源（茂木モデ

ル）の位置を示している．深さは６km にとっている．使用した時系列データは，年周変化を取り除い

ている．この時系列データを使用して地下の圧力源の体積の時間変化を示したのが図－２になる．こ

の図から，地下ではマグマ溜まりの体積膨張と収縮が繰り返し起こっており，トータルとしては，体

積が膨張している．2010 年の７月頃から体積膨張がまた始まっており，およそ 500 万ｍ３の体積膨張

が推定されている．この体積膨張は，2002 年の体積膨張に匹敵する値であり，次の噴火への準備が着

実に進んでいることがわかった． 

 

４．結論 

伊豆大島の地下のマグマ溜まりの 2004 年から 2010 年までの体積変化が推定された． 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ 大島の GPS 観測点の位置．●は圧力源の位置． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２ 推定された圧力源の体積変化． 
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SARデータによる地殻変動解析および地殻変動データに基づく 

力学的モデリングに関する研究（第１年次） 

 

 

実施期間     平成22年度～平成26年度 

地理地殻活動研究センター  

地殻変動研究室  小林 知勝 

 

１．はじめに 

地殻変動研究室では，測量により得られた地殻変動を分析し，地震や火山活動のしくみを解き明かすための研

究を行っている．SAR干渉（InSAR）解析は，地上に観測点を設置することなく広域の地表変位をcmレベルの精度

で計測できることから，地殻変動観測にとって有力な手段の１つである．本研究では，地震などの発生メカニズ

ムの解明を目指して，SARデータ解析を通じた変動源の定量的モデリングおよび地殻変動観測・解析技術の高度

化に関する研究を遂行する． 

 

２．研究内容 

InSAR解析により，国内外で発生した大規模な地震・火山活動に伴う地殻変動の空間分布を広域かつ詳細に抽

出する．変動源の定量的なモデリングを行い，推定されたモデルおよび地震学/火山学的考察の下に発生メカニ

ズムの解明を目指す．また，SARデータに適合したモデリング手法の開発・改良を行う．さらに，南海・東南海・

東海地震発生域などを対象にした，地震間の歪蓄積過程に伴う微小地殻変動の検出の試みも行う．平成22年度は，

国内外で起きた５つの地震についてInSAR解析ならびにそのデータを基にした震源断層モデリングを実施した

（ハイチ共和国の地震（2010年１月12日），中国青海省の地震（2010年４月14日），福島県中通りの地震（2010

年９月29日），イラン南東部の地震（2010年12月20日））．さらにSARデータに適合したモデリングのためのプ

ログラム改良を行った． 

 

３．得られた成果 

３．１ ハイチ共和国の地震 

InSAR解析により，ハイチ共和国の南部を東西に走るエンリキロ（Enriquillo）断層付近で，北行・南行軌道

とも約70cmの衛星－地表間の距離短縮の変動を観測した（図－１）．2.5次元変位場解析の結果は，レオガン

扇状地三角州で80cm程度隆起したことを示し，縦ずれ成分が有意に含まれることが示唆された．InSARデータ

を基に推定した滑り分布には，２つのアスペリティが認められた（図－２）．断層面は北傾斜（傾斜角：約50°）

で，逆断層成分を含んだ左横ずれのすべりであることがわかった．推定された断層面および滑りの成分は，当初

破壊が起きたと予想されたエンリキロ断層の傾きや破壊様式とは非調和的であり，未知の断層による破壊であっ

た可能性が示唆された．本地震の発生地域は，GPSなど他の地上観測データが乏しい場所であったが，SAR観測

による詳細な地殻変動分布の抽出によって，豊富な地震学的知見が得られた． 

３．２ 中国青海省の地震 

InSAR解析により，青海省玉樹の北西約65kmの範囲に地殻変動が観測された．地殻変動は玉樹断層に沿ってお

り，玉樹付近から西北西約30kmに至る線上の地域で，震源断層の一部が地表に達していることを示すと考えられ

る位相の不連続が確認できた．InSARデータを基に震源断層モデルを構築したところ，ほぼ純粋な左横ずれの滑

り（最大約1.5ｍ）がもとまった．推定された滑りは，玉樹断層で歴史的に繰り返し起こってきたとされる破壊



様式と調和的である． 

３．３ 福島県中通りの地震 

 InSAR解析により，震央付近で12cmを超える衛星－地表間の距離短縮を観測した．InSARデータを基にして震源

断層モデルを構築したところ，断層中心の深さは1.9km（断層上端1.1km）と推定され，気象庁が公表する震源の

深さ（８km）より有意に浅いことがわかった． InSARが，特に震源の浅い内陸地震において，深さの推定に有効

であることを示す解析事例であった． 

３．４ イラン南東部の地震 

 SAR干渉解析（ScanSAR-ScanSAR，FB-FB）およびピクセルオフセット法により地震に伴う地殻変動を検出した．

干渉画像を元に構築した矩形断層一様すべりの震源モデルによると，北東－南西方向に走向をもつ長さ約15km

の垂直断層による右横すべりで観測された変位場はほぼ説明されることがわかった． 

３．５ 震源断層モデリングのための解析プログラムの開発・改良 

 各ピクセルごとの視線方向を考慮したインヴァージョン解析に対応するようにプログラムを改良した．これに

よりScanSARのようなニアレンジ側とファーレンジ側で視線方向が大きく異なるデータの解析にも対応できるよ

うになった．また，各ピクセルごとの標高を考慮したグリーン関数を使用するインヴァージョンプログラムに改

造した． 

 

 

図－１ ハイチ共和国の地震に 

伴う地殻変動を示す干 

渉画像 

 

図－２ 地殻変動（図－1）から 

推定された断層の位置と 

断層面上のすべり分布 

 

４．今後 

 平成23年度は，国内外で発生した地震･火山活動に関するSAR干渉解析研究を継続する．それに伴い，震源断層

モデリング等のための解析プログラムの新規開発・改造作業も引き続き行う．加えて，微小地殻変動の抽出に向

けてPS-InSAR解析環境の整備を予定している． 



プレート境界面上の非定常すべりの検知能力に関する研究 

 

 

実施期間    平成 22 年度 

地理地殻活動研究センター 

地殻変動研究室 水藤 尚 

 

１．はじめに 

GPS 連続観測網（GEONET）が全国運用を開始してすでに 10 年以上が経過し，現在解析戦略第４版の

ルーチン解（F3 解）が公開されている．この F3 解では従来に比べてノイズが大幅に軽減され，水平

成分では mm オーダーの変動を捉える事が可能となってきている．実際にプレート境界で発生した M６

後半クラスの海溝型地震で，数 mm の変動の検出も報告されている．また余効すべりやスロースリップ

といった多種の時定数を持つプレート境界面上の非定常すべりの発生とその時空間変化の様子も数多

く報告されてきている．しかしながら，GEONET によって実際にどこでどの程度の大きさの断層すべり

が発生した場合に検知可能であるのか？といった定量的な報告はされていない．本研究では，プレー

ト境界面上での断層すべりが，どこでどの程度の大きさで発生した場合に，GEONET によって検知可能

であるのかの検討を行った． 

 

２．研究内容 

断層すべりの検知能力の検討にあたって，矩形断層を仮定した．この場合，地殻変動の計算に必要

な静的断層パラメータは，断層の位置（緯度，経度，深さ），断層の向き（走向，傾斜，すべり角），

断層の大きさ（長さ，幅）及びすべり量の９つである．断層の位置及び断層の向きに関する６つのパ

ラメータは，基本的には CAMP モデル（Hashimoto et al., 2004）のプレート形状モデルを使用し，太

平洋プレートは深さ０～120 km，フィリピン海プレートは深さ０～60 km をカバーする 0.1×0.1 度間

隔のグリッドを作成し，走向は傾斜方向に直交する方向，すべり角は Sella et al.（2002）による各

プレートの相対運動の回転極から求めた速度ベクトルの向きとした．断層の大きさ及びすべり量に関

する３つのパラメータは，以下の方法で算出した．すべりの大きさをモーメントマグニチュード（以

下，「Mw」という．）で想定し，地震のスケーリング則に基づいて，Mw から断層の長さ，幅，すべり量

を算出した．この時，断層は長方形を仮定し，長さと幅の比は２：１とした．断層パラメータが得ら

れれば，断層すべりによる地殻変動が計算できる．作成したすべてのグリッド（すべりの候補点）で

の断層すべりによる地表での地殻変動を計算し，計算された各 GEONET 観測点での地殻変動量を基に，

検知できる断層すべりの大きさ（Mw）と場所を以下の２つで判断した．１）閾値：観測点でのシグナ

ルとみなす変動量の大きさ，２）観測点数：シグナルとみなされる変動量が観測される観測点の数．

平成 22 年度においては，上下成分は考慮せず，水平成分のみに基づく検討を行った． 

 

３．得られた成果 

検知能力が高い場所は，プレート境界が浅い，観測点が十分にあるといった場所で，海に突き出た

岬，半島，島等である．例えば，閾値３mm，観測点数３点以上の場合には，太平洋プレート上では，

襟裳岬，三陸沿岸，銚子付近で Mw6.2 程度以上の断層すべりの検知が期待される（図－１）．フィリピ

ン海プレート上では，房総半島・三浦半島～相模湾，駿河湾沿岸で Mw5.5 以上，紀伊半島先端部，室



戸岬，足摺岬，沖縄本島周辺で Mw5.7 以上の断層すべりの検知が期待される（図－１a）．逆に，検知

能力が低い場所は，プレート境界が深い，観測点が少ない，観測点までの距離が遠いといった場所で，

内陸直下や海溝軸付近等である．例えば，太平洋プレート上では，北海道東部根室半島，苫小牧沖，

仙台湾等で，フィリピン海プレート上では，トカラ列島付近，沖縄本島と宮古島の間等である．閾値

を固定して，観測点数を変えると，特に南西諸島で大幅に検知能力が下がるが，北海道・本州・四国・

九州ではそれほど変わらない（図－１a と１b）．逆に観測点数を固定して，閾値を大きくすると，検

知能力は顕著に下がる（図－１a と１c）． 

 

４．今後 

本年度の研究においては，閾値は全点一定の値を与えたが，観測点でのノイズレベルは観測点ごと

に異なり，想定する時間スケールによっても変わることから，観測点ごと，時間スケールごとに，閾

値を変えた検知能力の検証が今後必要であろう．また，検知できる断層すべりの大きさは，プレート

形状や断層パラメータ等にも依存するであろう．さらに，上下変動を考慮することで陸地の直下にお

ける検知能力も上がることが考えられる．これらの今後の課題を考慮して，本研究は，平成 23 年度か

ら平成 25 年度まで実施される特別研究課題「測地観測に基づく地殻活動イベントの検知能力に関する

研究」に引き継がれる． 
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図－１ プレート境界面上の断層すべりの検知能力．（a）観測点数３点，閾値３mm の場合．（b）観測 

点数６点，閾値３mm の場合．（c）観測点数３点，閾値 10mm の場合． 

 

 

 



FEP解析を応用した火山噴火の想定シナリオ作成手法の高度化（第３年次） 
 

実施期間     平成20年度～平成22年度 

地理地殻活動研究センター 

地殻変動研究室  西村 卓也 

 

１．はじめに 

 火山国である我が国では，しばしば火山が噴火し，災害が発生する．火山噴火については，直前の地震

活動や地殻変動の監視により予知できる場合もあるが，その活動の推移を的確に予測することは難しい．

噴火時には，避難など緊急対策が迫られる場合もあるが，短時間で有効な防災対策を進めることは担当者

個人の判断によるところが大きく，極めて重大な責任を負うことになる．効果的な火山防災を進めるため

には，平時から火山に何らかの異常があった場合を想定し，噴火に至る時間経過を考えておく必要がある．

このような想定される事象は火山噴火シナリオと呼ばれ，噴火ハザードマップとともに各火山において整

備が急がれている． 

 火山噴火シナリオは，通常イベントツリーあるいは樹状図と呼ばれる事象の分岐図で描かれることが多

く，そのシナリオは専門家が事前に考えることになるが，可能性は低いが大きな災害を引き起こす事象（例

えば，カルデラ噴火）を網羅する必要があるため，膨大な分岐が必要になり，図上に表すには煩雑になる

場合がある．また，進行中の事象に対して現在どの段階にあるのかの判断は担当者に委ねられることにな

るが，緊急時の現場での判断は極めて難しいため，その判断基準を観測し得る現象によって事前に想定し

ておくことが必要となる．その際には，作成したシナリオを効率かつ簡便に検索できることが望ましい． 

 一方，放射性廃棄物地層処分の分野では，地層処分された廃棄物が人間や環境に及ぼす可能性に関する

シナリオ作成が行われるが，最近では FEP 解析と呼ばれる網羅性に優れたシナリオ分析が行われている．

また，FEP解析を行うためのコンピュータを使った支援ツール（FEP Matrix）も開発されている．本研究は，

このような FEP 解析の概念を用いて火山シナリオの作成手法の高度化を目指すものである．なお，本研究

は，科学研究費補助金・基盤研究Ｂ（研究代表者：村上亮北海道大学教授，研究分担機関：北海道大学，

産業技術総合研究所，国土地理院，原子力研究開発機構，原子力発電環境整備機構）として実施したもの

である． 

 

２．研究内容 

 地層処分分野でのＦＥＰとは，以下の３つを指す． 

・特質（Feature）【地層処分システムの条件や特性，下記のプロセスの前提条件】 

・事象（Event）【天然現象（地震・断層活動，火山活動，隆起・侵食，気候変動等），人間侵入等】 

・プロセス（Process）【地層処分システムにおける物理・化学現象】 

この FEP の概念をそのまま火山シナリオに持ち込んで FEP 解析を行っても，時間スケールの違いや重視す

る要因の違いにより，効果的なシナリオ作成が難しい．そこで本研究では，火山現象をその素過程に分類

して，演繹的に解析するという FEP 解析の基本概念は用いつつも，火山シナリオ作成に適した火山記述言

語の作成を行った．すなわち，火山現象の素過程（例えば，マグマの上昇）の要因を，事象発生の前提と

なる「場の環境」：x1，事象発生のきっかけを示す「発端」：x2，事象発生の結果を示す「帰着」：x3，事象

の発生に伴う「観測・観察される事項」：d，へと分類し，それらを論理関数論的に表現（関数：f(x1,x2,d)

→x3）することにした．このような素過程を表形式で表すことによって，素過程の連鎖であるシナリオの



検討に利用できる． 

 

３．得られた成果 

 上記の論理関数的表現によって，火山の素過程を表形式で表した例が表－１である．ひとつの素過程は，

一組の「場の環境・条件（x1）」，「発端（x2）」，「帰結（x3）」及び「観測・観察される事項（d）」を含む関

数（f(x1,x2,d)→x3）で表現し，x1 等は，位置と時間の情報をパラメータとして持っていることにす

る．ここではiを中心火道からの位置，jを深さ，kを時間のパラメータとする．さらに４番目のパラ

メータとして各条件毎に異なる要素をパラメータ設定できるものとし，マグマについては浮力の有無

を-1, 0, 1で表すものとし、-1は負の浮力，0は浮力なし1は浮力あり，と定義する．このようなル

ールに従えば，表１のNo.1として表された素過程は，場の条件(x1)として，ある場所(i,j)にマグマ

溜まりが存在し，その場所のマグマは浮力がないが，それより深部の場所(i,j+1)にあるマグマは浮力

を持つものとする．そして何らかの発端(x2)により，マグマの上昇（深さが，j+1 から j へ）という

帰結(x3)に至り，その現象にはマグマがあった場所(i,j+1)での地震活動が観測(d)されるということ

が期待される．このような関数表を，玄武岩質火山のうち特に三宅島・伊豆大島等の火山を念頭に置い

て作成し，実際に発生した火山噴火推移をシナリオとして表現できるかの検討を行った．その結果，2000

年三宅島噴火や1978年伊豆大島噴火において，関数表の組み合わせにより推移を表現することが可能であ

ることがわかった． 

 

表－１ 火山噴火の素過程の関数表（一部）の例 

 

+

+

+

+

 

 

４．結論 

 本研究では，地層処分分野で使われる FEP 解析を火山分野へ適用し，火山シナリオ作成手順の基本設計

を行うとともに，玄武岩質火山のうち特に三宅島・伊豆大島等の火山を念頭に置いた具体的な火山シナリ

オ作成を試行した．試行したシナリオと関数表は，たとえばマグマの性質に関連するような環境変数を拡

充することにより，他の珪長質の火山等にも拡張することが可能となる．現在では，試作した関数表を，

Excel や FEP Matrix を使ってコンピュータに入力して整理しているが，関数表からシナリオ作成の自動化

や人間が直感的に理解しやすい形式での表示（樹形図など）については，これらのソフトウェアの改造や

新規開発が必要となってくる．今後は，このようなソフトウェアを開発していくとともに，関数表を充実

して多岐にわたる火山現象を網羅したシナリオ作成を行っていく必要がある． 


